
中部電力株式会社 

事象：共通 

浜岡３号炉－共通－1 

タイトル 日常劣化管理事象（△）及び日常劣化管理事象以外（▲）の分類について 

説明 

 

高経年化技術評価書の各機器の技術評価書において，高経年化対策上着目す

べき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象：△）及び高経年化対策上

着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外：▲）としたそ

れぞれの事象の判断基準を以下に示す。 

なお，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の分類は，図１－１に示すフ

ローに従い実施している。 

 

イ．想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象であ

って，想定した劣化傾向に基づき適切な保全活動を行っているもの。（日常

劣化管理事象：△） 

具体的には，以下に記載する考え方に該当する経年劣化事象を選定してい

る。 

 ① 主要６事象※に該当しないものであって，日常的な保守管理において時間

経過に伴う特性変化に対応した劣化管理が的確に行われている経年劣化

事象をいう。 

 

※：原子力規制委員会の「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」

に示された「低サイクル疲労」，「中性子照射脆化」，「照射誘起型応力腐食割れ」，

「２相ステンレス鋼の熱時効」，「電気・計装品の絶縁低下」及び「コンクリー

トの強度低下及び遮蔽能力低下」をいう。 

 

ロ．現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等に

より，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さ

いと考えられる経年劣化事象。（日常劣化管理事象以外：▲） 

具体的には，下記に記載する考え方に該当する経年劣化事象を選定してい

る。 

① 現在までの運転経験から得られたデータにより，今後も経年劣化の進展が

考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象。 

② 使用条件（設計条件）により，今後も経年劣化の進展が考えられない，又

は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象。 

③ 使用条件と材料試験データ等との比較により，今後も経年劣化事象の進展

が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事

象。 

日常劣化管理事象以外と分類した機器については，その判断基準をまとめ

た一覧を添付資料１－１に示す。 

 



中部電力株式会社 

事象：共通 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１．経年劣化事象の分類フロー 

 

 

 

添付資料１－１ ＰＬＭ評価劣化事象一覧 

 

 

以上 

安全機能を有する機器・構造物に想定されるすべての経年劣化事象 
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中部電力株式会社 

事象：共通 

浜岡３号炉－共通－3 Rev.1 

タイトル 日常劣化管理事象における劣化傾向の把握について 

説明 

 

日常劣化管理事象について，劣化の傾向を把握するための実施状況（点検手入

れ前データの取得状況，状態監視状況等）は以下のとおり。 

 

＜点検手入れ前後データの取得＞【工事要領書・報告書作成手引（運転）】 

 分解・開放点検を伴う点検を実施する機器について，点検手入れ前後のデータ

を取得している。 

・機械設備関係：ポンプ，弁，機械設備（ディーゼル機関等）等 

・電源設備関係：ポンプモータ（電動機）等 

 

＜状態監視＞【設備診断手引（運転）】 

 設備の状態を定量的または定性的に把握するために，以下の状態監視技術を

導入している。 

 ・振動診断 （回転機器） 

・潤滑油診断（回転機器，タービンの軸受油等） 

・サーモ診断（回転機器，電源設備，送変電設備等） 

  

＜巡視点検（運転パラメータ確認等を含む）＞【巡視点検手引（運転）】 

 設備の状態を適切に監視・確認するための巡視点検を実施している。 

 

 実施状況について，至近の結果を添付資料３－１に示す。 

 

 

添付資料３－１ 保全の有効性評価記録（保全計画） 

 

 

以上  







中部電力株式会社 

事象：共通 

浜岡３号炉－共通－4 Rev.1 

 

タイトル 冷温停止状態維持において，進展しない経年劣化事象について 

説明 

 

以下のいずれかを要因とする経年劣化事象は，冷温停止状態を維持する場合

にあっては，その要因が存在しないことから，劣化は進展しないと想定してい

る。 

 

① プラントの起動・停止時に伴う熱過渡 

② プラントの運転時の高温度環境 

③ プラントの運転に伴い発生する中性子照射 

④ プラントの運転時の流体温度，流速環境 

 

具体的な経年劣化事象は添付資料４－１のとおり。 

 

 

 添付資料４－１ 冷温停止状態で進展しない経年劣化事象一覧 



冷温停止状態で進展しない経年劣化事象一覧

添付資料４－１　Rev.1

経年劣化事象 劣化要因分類
技術評価書
（分冊）

機器 部位

ポンプ 原子炉冷却材再循環ポンプ ケーシング

原子炉圧力容器

上鏡，下鏡，胴板，主フランジ（上蓋フランジ，胴体フラン
ジ），ノズル，セーフエンド，貫通部シール，閉止フランジ，制
御棒駆動機構ハウジング，炉内核計装ハウジング，制御棒
貫通孔スタブチューブ，スタッドボルト，支持スカート

原子炉格納容器 ベント管ベローズ

主蒸気(タービンへ)配管貫通部（ベ
ローズ式配管貫通部）

ベローズ

原子炉冷却材再循環系配管 配管

給水系配管 配管

FDW注入原子炉元弁 弁箱

PLRポンプ出口弁 弁箱

PLRポンプ入口弁 弁箱

FDW第１隔離弁 弁箱

FDW第２隔離弁 弁箱

炉内構造物 炉内構造物 炉心シュラウド，シュラウドサポート

中性子照射脆化 ③ 容器 原子炉圧力容器 胴板

ポンプ 原子炉冷却材再循環ポンプ 羽根車，ライナーリング，水中軸受，ケーシング

PLRポンプ出口弁 弁箱，弁ふた，弁体

PLRポンプ入口弁 弁箱，弁ふた，弁体

容器 原子炉圧力容器
制御棒駆動機構ハウジング，炉内核計装ハウジング，制御
棒貫通孔スタブチューブ，差圧計装・ほう酸水注入ノズル

原子炉冷却材再循環系配管 配管

主蒸気系配管 配管

制御棒駆動系配管 配管

ほう酸水注入系配管 配管

余熱除去系配管 配管

低圧炉心スプレイ系配管 配管

高圧炉心スプレイ系配管 配管

原子炉冷却材浄化系配管 配管

炉内構造物 炉内構造物
炉心シュラウド，シュラウドサポート，上部格子板，炉心スプ
レイ配管・スパージャ，ジェットポンプ

炉内構造物 炉内構造物
炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，燃料支持金
具，制御棒案内管

機械設備
制御棒
（ボロンカーバイド粉末型制御棒）

制御材被覆管，シ－ス，タイロッド，ピン，上部ハンドル

容器 原子炉圧力容器 主蒸気ノズル

配管 給水系配管 配管

炉内構造物 炉内構造物
炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，中央燃料支持
金具，周辺燃料支持金具，制御棒案内管

機械設備
制御棒
（ボロンカーバイド粉末型制御棒）

制御材被覆管，シ－ス，タイロッド，ピン，上部ハンドル

容器

配管

弁

弁

配管

中性子照射による
靱性低下

①

②

③

③

低サイクル疲労割れ

熱時効

照射誘起型
応力腐食割れ

粒界型
応力腐食割れ

②

流れ加速型腐食
（FAC）

④











































   中部電力株式会社 

事象：アルカリ骨材 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－11 

 

タ

イ

ト

ル 

 

膨張率の測定時期，方法，位置及び結果について 

 

 

 

 

説

明 

 

膨張率の測定について，測定時期，測定方法，測定位置及び測定結果は以下のとおり

です。 

 

１．測定時期及び測定位置 

膨張率の測定時期及び膨張率の測定に用いるコア供試体の採取位置を表１１－１

に，コア供試体の採取位置の詳細を添付資料１１－１に示します。 

なお，構築物についてはコア供試体採取による評価対象構造物への影響を及ぼさ

ない観点から，同等の材料・環境条件にある安全重要度の低い設備，又は既に供用

を終了している設備を対象に調査を実施しています。 

表１１－１ 膨張率の測定時期とコア供試体採取位置 

 評価対象構造物 測定時期 コア供試体採取位置 

建 

物 

原子炉建屋 2014 年 8 月 

～2015 年 3 月 

1 階南側外壁 

タービン建屋 2014 年 8 月 

～2015 年 3 月 

3 階冷凍機室 

廃棄物減容処理装置建屋 

（第１建屋） 

2014 年 8 月 

～2015 年 3 月 

1 階東側外壁 

構 

築 

物 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 2014 年 10 月 

～2015 年 5 月 

取水槽スクリーン室 

壁面 

原子炉機器冷却海水配管ダクト 2015 年 5 月 

～2015 年 12 月 

RCWS 戻り配管ダクト 

壁面 原子炉機器冷却海水フィルタ室 

NRW/B 連絡ダクト 2015 年 5 月 

～2015 年 12 月 

主排気ダクト 

壁面 

軽油タンク基礎 2015 年 5 月 

～2015 年 12 月 

旧軽油タンク防油堤 

壁面 

 

２．測定方法 

測定は，「アルカリ骨材反応を生じたコンクリート構造物のコア試料による膨張率

の測定方法（案）（JCI-DD2）」に基づき実施しています。 

 

３．測定結果 

測定結果は添付資料１１－２に示します。全ての構造物において，判定基準値

0.05％を下回ることを確認しました。 



   中部電力株式会社 

事象：アルカリ骨材 

 

添付資料１１－１ コンクリート膨張率試験コア採取位置図 

添付資料１１－２ コンクリート膨張率測定結果              

以 上 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

原子炉建屋 １階 平面図 

 

 

 

 

タービン建屋 ３階 平面図 
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コア採取位置 

R/B-1F① 
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コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） １階 平面図 

 

 

 

 

 

コア採取位置 

NRW-Ⅰ-1F① 
NRW-Ⅰ-1F② 
NRW-Ⅰ-1F③ 

添
付
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料
１
１
－
２
（
３
／
３
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コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水槽スクリーン室 平面図 

  

3IU2-B①～③ 
3IM2-B①～③ 
3IL2-B①～③ 

3IU1-B①～③ 
3IM1-B①～③ 
3IL1-B①～③ 

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水槽スクリーン室 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水槽スクリーン室 Ｂ－Ｂ断面図 

  

3IL1-B① 
3IL1-B② 
3IL1-B③ 

3IU1-B① 
3IU1-B② 
3IU1-B③ 

3IM1-B① 
3IM1-B② 
3IM1-B③ コア採取位置 

3IL2-B① 
3IL2-B② 
3IL2-B③ 

3IU2-B① 
3IU2-B② 
3IU2-B③ 

3IM2-B① 
3IM2-B② 
3IM2-B③ 

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＲＣＷＳ戻り配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＲＣＷＳ戻り配管ダクト Ａ－Ａ断面図 

  

3R-B① 
3R-B② 
3R-B③ 

コア採取位置 

3R-B① 

コア採取位置 

3R-B② 

3R-B③ 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主排気ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主排気ダクト Ａ－Ａ断面図 

 

 

NB-B① 
NB-B② 
NB-B③ 

コア採取位置 

NB-B① 
NB-B② 
NB-B③ 

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

3L-B① 
3L-B② 
3L-B③ 

コア採取位置 

3L-B① 
 

コア採取位置 

3L-B② 
 

3L-B③ 
 



コンクリート膨張率測定結果    添付資料１１－２ 

 

コンクリート膨張率測定結果(建物) 

 

 

  

全膨張率

(％)

R/B-1F① 0.012

R/B-1F② 0.010

R/B-1F③ 0.011

平均値 0.011

T/B-3F① 0.017

T/B-3F② 0.018

T/B-3F③ 0.023

平均値 0.019

NRW-Ⅰ-1F① 0.009

NRW-Ⅰ-1F② 0.011

NRW-Ⅰ-1F③ 0.010

平均値 0.010

評価対象構造物 コアNo

原子炉建屋

タービン建屋

廃棄物減容処理装置建屋
（第１建屋）



コンクリート膨張率測定結果    添付資料１１－２ 

 

コンクリート膨張率測定結果(構築物) 

 

 

 

全膨張率

(％)

3IU1-B① 0.016

3IU1-B② 0.012

3IU1-B③ 0.014

平均値 0.014

3IU2-B① 0.010

3IU2-B② 0.009

3IU2-B③ 0.010

平均値 0.010

3IM1-B① 0.018

3IM1-B② 0.016

3IM1-B③ 0.015

平均値 0.016

3IM2-B① 0.013

3IM2-B② 0.011

3IM2-B③ 0.014

平均値 0.013

3IL1-B① 0.011

3IL1-B② 0.010

3IL1-B③ 0.012

平均値 0.011

3IL2-B① 0.014

3IL2-B② 0.011

3IL2-B③ 0.008

平均値 0.011

3R-B① 0.016

3R-B② 0.009

3R-B③ 0.008

平均値 0.011

NB-B① 0.018

NB-B② 0.012

NB-B③ 0.011

平均値 0.014

3L-B① 0.009

3L-B② 0.009

3L-B③ 0.008

平均値 0.009

軽油タンク基礎

原子炉機器冷却
海水ポンプ室

気中帯

干満帯

海中帯

原子炉機器冷却海水配管ﾀﾞｸﾄ
原子炉機器冷却海水ﾌｨﾙﾀ室

コアNo

NRW/B連絡ダクト

評価対象構造物



中部電力株式会社 

事象：共通 

 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－18 

 

タイトル 

 

すべての対象構造物の，運転開始以降に実施した破壊試験の方法，位置及び

結果について 

 

 

 

 

説明 

 

運転開始以降に実施したコンクリートの破壊試験の試験方法，試験位置及び

試験結果は以下のとおりです。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３号

機運転開始時に建設された構造物ではないことから，３号機運転開始時に建設

され，現在は供用を終了している旧軽油タンク防油堤で調査しています。 

 

１．試験方法 

試験は，JIS A 1108 「コンクリートの圧縮強度試験方法」に基づき実施

しています。 

 

２．試験位置 

試験位置は，添付資料１８－１に示します。 

 

３．試験結果 

試験結果は，添付資料１８－２に示します。全ての構造物において，設計

基準強度を上回ることを確認しました。 

 

添付資料１８－１ コンクリート破壊試験位置図 

添付資料１８－２ コンクリート破壊試験結果 

以 上 

 

 

 



 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

３号原子炉建屋 地下２階 平面図 

 

 

 

 

３号原子炉建屋 １階 平面図  
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 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

 

３号原子炉建屋 ３階 平面図 

 

 

 

 

 

３号原子炉建屋 ４階 平面図  
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 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

   

 

３号タービン建屋 地下１階 平面図 

 

 

   

 

３号タービン建屋 １階 平面図  
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 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

   

 

 

３号タービン建屋 ３階 平面図  
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 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

   

 

３号補助建屋 地下２階 平面図  
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 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

   

 

３号補助建屋 １階 平面図  
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 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

 

３号補助建屋 ３階 平面図  

Ax-3-1① 
Ax-3-1② 
Ax-3-1③ 

添
付

資
料

-1（
1

0
/1

2
）
 

コア採取位置 



 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

   

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） １階 平面図 
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 コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） １階 平面図  

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） ３階 平面図 
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コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 Ａ－Ａ断面図 
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コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水配管ダクト Ａ－Ａ断面図 
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コンクリート破壊試験位置図      添付資料１８－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 Ａ－Ａ断面図 
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コンクリート破壊試験結果      添付資料１８－２ 

 

 

コンクリート破壊試験結果 (建物)  

 

  

コア強度

(N/mm2)

平均強度

(N/mm2)

R-B2-1① 23.5 45.0

R-B2-1② 23.5 53.7

R-B2-1③ 23.5 53.1

R-1-1① 23.5 47.1

R-1-1② 23.5 53.5

R-1-1③ 23.5 47.2

R-3-1① 23.5 49.3

R-3-1② 23.5 45.6

R-3-1③ 23.5 40.1

R-4-1① 23.5 45.0

R-4-1② 23.5 41.7

R-4-1③ 23.5 44.1

T-B1-1① 23.5 48.8

T-B1-1② 23.5 45.4

T-B1-1③ 23.5 48.5

T-1-1① 23.5 52.9

T-1-1② 23.5 49.5

T-1-1③ 23.5 49.9

T-1-2① 23.5 38.9

T-1-2② 23.5 57.6

T-1-2③ 23.5 48.5

T-3-1① 23.5 44.2

T-3-1② 23.5 41.0

T-3-1③ 23.5 43.6

Ax-B2-1① 23.5 49.5

Ax-B2-1② 23.5 49.9

Ax-B2-1③ 23.5 42.2

Ax-1-1① 23.5 52.1

Ax-1-1② 23.5 42.6

Ax-1-1③ 23.5 47.8

Ax-3-1① 23.5 63.7

Ax-3-1② 23.5 55.6

Ax-3-1③ 23.5 53.7

NRW-Ⅰ-1① 23.5 63.8

NRW-Ⅰ-1② 23.5 59.1

NRW-Ⅰ-1③ 23.5 54.6

NRW-Ⅱ-1① 29.4 51.0

NRW-Ⅱ-1② 29.4 43.9

NRW-Ⅱ-1③ 29.4 42.3

NRW-Ⅱ-3① 29.4 49.4

NRW-Ⅱ-3② 29.4 46.7

NRW-Ⅱ-3③ 29.4 46.8

熱交換器室壁
地下2階

原子炉建屋

圧縮強度試験結果

調査番号

設計
基準強度

(N/mm
2
)

評価対象構造物

50.6

北外壁
4階

43.6

南通路内壁
3階

45.0

49.3
南外壁
1階

実施時期
（経過年数）

2014年11月
（27年）

2014年9月
（27年）

南通路壁
地下1階

47.6

南東外壁
3階

タービン建屋

補助建屋

東エレベーター前壁
地下2階

南通路壁
1階

タービン発電機架台
1階

47.2

47.5

57.7

北外壁
1階

50.8

48.3

冷凍機室壁
3階

42.9

廃棄物減容
処理装置建屋
(第1建屋)

東外壁
1階

59.2

主給気ファン室壁
3階

47.6

主換気系ファン室壁
1階

45.7
廃棄物減容
処理装置建屋
(第2建屋)

2014年3月
（21年）

2014年3月
（21年）

2014年10月
（27年）

2015年2月
（27年）

2015年2月
（27年）

2015年2月
（27年）

2014年12月
（27年）

2014年9月
（27年）

2014年12月
（27年）

2014年12月
（27年）

2014年12月
（27年）

2014年9月
（33年）



コンクリート破壊試験結果      添付資料１８－２ 

 

コンクリート破壊試験結果 (構築物) 

 

 

コア強度

(N/mm2)

平均強度

(N/mm2)

3PU1-① 23.5 48.8

3PU1-② 23.5 50.0

3PU1-③ 23.5 56.2

3PM1-① 23.5 34.4

3PM1-② 23.5 40.6

3PM1-③ 23.5 54.6

3PL1-① 23.5 70.7

3PL1-② 23.5 72.3

3PL1-③ 23.5 63.3

3RA-① 23.5 47.8

3RA-② 23.5 46.9

3RA-③ 23.5 48.2

3L-A① 24.0 37.1

3L-A② 24.0 42.5

3L-A③ 24.0 56.0

2016年5月
（28年）

2015年6月
（27年）

実施時期
（経過年数）

圧縮強度試験結果

調査番号

設計
基準強度

(N/mm2)

評価対象構造物

軽油タンク基礎

51.7

43.2

68.8

47.6

45.2

海中帯

干満帯

気中帯

原子炉機器
冷却海水
ポンプ室

原子炉機器冷却
海水配管ダクト

2016年5月
（28年）











中部電力株式会社 

事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－3 

 

タイトル 

現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等によ

り，運転を断続的に行うことを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられ

るが，冷温停止状態が維持されることを前提とした場合には経年劣化の進展が

考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象につい

て 

説明 

 

技術評価において，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象は，主要６事象※

のみであり，「現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの

比較等により，運転を断続的に行うことを前提とした場合には経年劣化の進展

が考えられるが，冷温停止状態が維持されることを前提とした場合には経年劣

化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化

事象」を高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象として適用する

対象がないことから，この考え方を適用していない。 

 

※ 原子力規制委員会の「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」

に示された「低サイクル疲労」，「中性子照射脆化」，「照射誘起型応力腐食割れ」，

「２相ステンレス鋼の熱時効」，「電気・計装品の絶縁低下」及び「コンクリー

トの強度低下及び遮蔽能力低下」 

 

以 上 



浜岡３号炉－耐震－5 

 

 

タイトル 

 

耐震安全性評価に用いる地震動について 

 

 

説明 

 

浜岡 3 号炉 30 年目の高経年化技術評価（以下「ＰＬＭ」という。）報告にあ

たって，基準地震動（平成 27 年 6 月 16 日 新規制基準に係る原子炉設置変更許

可申請に基づく基準地震動）にて評価を行い提出したところであるが，現状，

基準地震動は審査中であり，確定に至っていない。 

この状況から，ＰＬＭの耐震安全性評価については実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策実施ガイドの附則（経過措置）等に従い，発電用原子炉施

設に関する耐震設計審査指針（平成 18 年 9 月 19 日原子力安全委員会決定）に

よる耐震バックチェックで用いた基準地震動Ｓｓ（以下「基準地震動Ｓｓ」と

いう。），及び浜岡原子力発電所設置許可申請書（３号炉）（昭和 56 年 11 月 16

日許可）の基準地震動Ｓ１（以下「基準地震動Ｓ１」という。）を用いて耐震安

全性評価を行う。 

 

以下に，耐震安全性評価に用いる基準地震動Ｓｓ及び基準地震動Ｓ１につい

て示す。 

 

浜岡原子力発電所の耐震バックチェックでは，まず，「敷地ごとに震源を特定

して策定する地震動」については，地震の地震発生様式を考慮して敷地への影

響が大きい複数の検討用地震を表５－１のとおり選定した。 

検討用地震を基に「応答スペクトルに基づく手法による地震動評価」から得

られた基準地震動Ｓｓ－Ｄ（最大加速度 800 ガル）の１種類（図５－１）と，「断

層モデルを用いた手法による地震動評価」から，「応答スペクトルに基づく手法

による地震動評価」により得られた基準地震動Ｓｓに対して一部の異なる周期

帯でこれを上回る３種類の基準地震動Ｓｓ－１～Ｓｓ－３（図５－２）を加え，

合計４種類の基準地震動Ｓｓを策定した。 

基準地震動Ｓｓ－Ｄの加速度時刻波形を図５－４に，基準地震動Ｓｓ－１～

３の加速度時刻波形を図５－５～図５－７にそれぞれ示す。 

参考に，浜岡原子力発電所３号機における耐震バックチェックの経緯を添付

資料５―１に示す。 

 

基準地震動Ｓ１については，安政東海地震をはじめとする歴史地震や活動度

の高い活断層による地震を考慮し，最大加速度 450 ガルの地震動とする。基準

地震動Ｓ１の応答スペクトルを図５－８に，基準地震動Ｓ１の加速度時刻歴波

形を図５－９に示す。 

 

以上



 

表５－１ 検討用地震の選定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 検討用地震 
マグニチュード 

M 

等価震源距離(Xeq) 
(km) 

内陸地殻内地震 石花海海盆西縁の断層帯による地震 7.4 20.1 

想定東海地震 8.0※1 39.0 

想定東海・東南海地震 8.4 68.8 プレート間地震 

想定東海・東南海・南海地震 8.7※1 147.7 

海洋プレート内地震 天正 17 年駿河遠江の地震 6.7 29.5 

※1 中央防災会議(2001,2003)の Mwと同じとした。



 

（ａ）応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 Ss（水平動）

 
 

（ｂ）応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 Ss（鉛直動）

 

図５－１ 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 Ss
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⑤仮想的東海地震(M8.0,Xeq=36.3km)

⑥仮想的東海・東南海地震(M8.4,Xeq=62.3km)

⑦敷地下方の想定スラブ内地震(M6.7,Xeq=24.2km)
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※1 震源を特定せず策定する地震動（水平動）の地震基盤相当の地震動レベルに，鉛直動と水平動の応答
スペクトル比を含む鉛直動の地盤増幅率（Noda et al.(2002)による）を乗ずることにより求めた。 

※1 



 
※1 不確かさを考慮した検討用地震による地震動には，内陸地殻内地震（統計的 GF 法 4 波），

プレート間地震（アスペリティ直下：経験的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 8 波，統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
8 波，断層との関連：統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 4 波），海洋プレート内地震（経験的 GF 法ﾊ
ｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 2 波）が含まれている。 

※2 基本的な震源要素を用いた検討用地震による地震動には，プレート間地震（経験的 GF 法

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 8 波，統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 8 波）が含まれている。 

 

（ａ）断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（水平動） 

 
※1 不確かさを考慮した検討用地震による地震動には，内陸地殻内地震（統計的 GF 法 2 波），

プレート間地震（アスペリティ直下：経験的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 4 波，統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
４波，断層との関連：統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 2 波），海洋プレート内地震（経験的 GF 法
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 1 波）が含まれている。 

※2 基本的な震源要素を用いた検討用地震による地震動には，プレート間地震（経験的 GF 法
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 4 波，統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 4 波）が含まれている。 

 

（ｂ）断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（鉛直動） 

図５－２ 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss 

(cm/s)

変
位
(cm)       10

1
0.1

0.01

50
0

20
0

10
0

50

0.02    0.05

h=0.05

0.2     0.5 2       5

0.5

0.2

④

③

②

5

2

50

20

①

500

200

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10

周期（s）

速
度

①Ss－DH

②Ss－1H（仮想的東海地震 経験的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 破壊開始点1 EW）

③Ss－2H（仮想的東海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 破壊開始点1 EW）

④Ss－3H（仮想的東海・東南海・南海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ EW）

不確かさを考慮した検討用地震による地震動（断層モデルを用いた手法）

基本的な震源要素を用いた検討用地震による地震動（断層モデルを用いた手法）

基準地震動S2（参考）

30
00

  
　

加
速

度
(cm

/s
2 )

20
00

10
00

(cm/s)

変
位
(cm)       10

①

④
③
②

1
0.1

0.01

50
0

20
0

10
0

50

0.02    0.05

h=0.05

0.2     0.5 2       5

0.5

0.2

5

2

50

20

500

200

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10

周期（s）

速
度

①Ss－DV

②Ss－1V（仮想的東海地震 経験的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 破壊開始点1 UD）

③Ss－2V（仮想的東海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 破壊開始点1 UD）

④Ss－3V（仮想的東海・東南海・南海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ UD）

不確かさを考慮した検討用地震による地震動（断層モデルを用いた手法）

基本的な震源要素を用いた検討用地震による地震動（断層モデルを用いた手法）

30
00

  
　

加
速

度
(cm

/s
2 )

20
00

10
00

擬似速度応答スペクトル 

※1 

※2 

注) GF 法：グリーン関数法 

擬似速度応答スペクトル 

※1 

※2 

注) GF 法：グリーン関数法



 

 
（ａ）基準地震動 Ss（水平動）

 

 
 

（ｂ） 基準地震動 Ss（鉛直動） 

図５－３ 基準地震動 Ss の応答スペクトル 
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加速度（水平動：Ss－ＤＨ）

 
 

 

加速度（鉛直動：Ss－ＤＶ） 

 

図５－４ 設計用模擬地震波（Ss－ＤＨ，Ss－ＤＶ）の時刻歴波形 

 

 

 

加速度（水平動：Ss－１Ｈ）

 

 

加速度（鉛直動：Ss－１Ｖ） 

 

図５－５ 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（Ss－１Ｈ，Ss－１Ｖ） 

の時刻歴波形「仮想的東海地震（経験的グリーン関数法を用いた 

ハイブリッド合成法，破壊開始点１，EW・UD 成分）」 
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加速度（水平動：Ss－２Ｈ）

 

 

加速度（鉛直動：Ss－２Ｖ） 

 

図５－６ 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（Ss－２Ｈ，Ss－２Ｖ） 

の時刻歴波形「仮想的東海地震（統計的グリーン関数法を用いた 

ハイブリッド合成法，破壊開始点１，EW・UD 成分）」 

 

 

 

 

加速度（水平動：Ss－３Ｈ）

 

加速度（鉛直動：Ss－３Ｖ） 

 

図５－７ 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（Ss－３Ｈ，Ss－３Ｖ） 

の時刻歴波形「仮想的東海・東南海・南海地震（統計的グリーン関数法を

用いたハイブリッド合成法，EW・UD 成分）」 
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図５－８ 基準地震動Ｓ１の応答スペクトル 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－９ 基準地震動Ｓ１の加速度時刻歴波形 

 



 

浜岡原子力発電所３号機における耐震バックチェックの経緯 

 

規制側                           事業者側 

 

 

 

  

 「耐震設計審査指針」の改訂を機に実施を要望する既設の発
電用原子炉施設等に関する耐震安全性の確認について 
（平成１８年９月１９日原子力安全委員会） 

＜耐震安全性評価に用いる地震動＞ 

耐震設計審査指針の改訂に伴う中部電力株式会社浜岡原子力
発電所３，４号機耐震安全性に係る審議の状況について（案）
（平成２１年１１月３０日 原子力安全・保安院） 

平成１９年７月１６日 新潟県中越沖地震発生 
平成２１年８月１１日 駿河湾の地震発生 

※ 浜岡原子力発電所３，４号機基準地震動Ｓｓの策定について
 プレート間地震の地震動評価 
（平成２２年２月２６日第４３回合同ワーキング） 

等

※ 活断層評価見直し 
地下構造モデル見直し 

総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 
耐震・構造設計小委員会 地震・津波，地質・地盤合同ＷＧ 

浜岡原子力発電所３号機「発電用原子炉施設に関する耐震設
計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価結果報告書 
（平成１９年２月２１日提出） 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」等の耐震安
全性に係る安全審査指針類の改訂等について 
（平成１８年９月１９日原子力安全委員会決定） 

総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 
 耐震・構造設計小委員会 地震・津波，地質・地盤合同Ｗ
Ｇ 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－6 

  

 
タイトル 

 
駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）による地震動について 
 

 
説明 

 
駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）による地震動（水平，鉛直）による加

速度応答スペクトルと基準地震動（Ｓｓ）による加速度応答スペクトルとの比

較を図６－１，図６－２に示します。 
地震観測記録は基準地震動（Ｓｓ）を下回る応答となっています。 
なお，地震観測点については図６－３のとおり配置されております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 

 

図６－１ 駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）による加速度応答スペクトル（水平） 
  



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 
図６－２ 駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）による加速度応答スペクトル（鉛直） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６－３ 浜岡３号炉 原子炉建屋地震計設置位置図 
 

（FL0） 



中部電力株式会社 

事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－8 

 

 

タイトル 

 

耐震安全性評価に関する共通事項について 

 

 

説明 

 

浜岡３号炉高経年化技術評価における耐震安全性評価においては，機器によ

らず耐震安全性に影響を与えないことが自明な経年劣化事象（絶縁特性低下及

び特性変化）について共通事項とした。 

耐震安全上考慮する経年劣化事象から除外できる以下の観点については，図

８－１の抽出フロー内の点線囲い部のプロセスで確認したうえ，耐震安全上考

慮する必要のある経年劣化事象を抽出している。 

・経年劣化の進展による機器の構造強度及び振動応答特性への影響が軽微又

は無視できるもの（絶縁特性低下及び特性変化以外の経年劣化事象に限

る） 

・耐震上の影響が軽微又は無視できる範囲にあることが点検・補修などによ

って管理されているもの 

 

 

図８－１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー 

 

以 上 

 

 

注） 

○事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象 

△事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではない事象① 

▲事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではない事象② 

想定されるすべての経年劣化事象 

耐
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安

全

性

評

価

対

象

外

 

耐震安全性評価を実施 

YES 

YES（○） 

YES（◎） 

NO 

NO
（×） 

NO
（■） 

 ▲事象に該当するか 

これらの事象が顕在化した
場合，機器の振動応答特性
上，又は構造・強度上，影
響が「有意」であるか 

耐
震
安
全
性
評
価
対
象
と
な
る 

経
年
劣
化
事
象
の
抽
出 

耐
震
安
全
上
考
慮
す
る
必
要
の
あ
る 

経
年
劣
化
事
象
の
抽
出 

○事象 

△事象 

 

 
「現在発生しているか，又は
将来にわたって起こることが
否定できない，あるいは発生
した場合，安全上影響する」

ものか 

 



中部電力株式会社 

事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－16 

 

タイトル 

 

容器の技術評価における検討結果の整理について 

 

 

説明 

 

容器の技術評価における検討結果は表１６－１のとおりであり，容器の代表

機器について高経年化対策上着目すべき経年劣化事象はありません。 

 



表１６－１ 容器の技術評価における検討結果の整理 

機能達成に 
必要な項目 

部位 
経年劣化 
事象 

代表機器 

技術評価 
概要 

原子炉 
機器 
冷却水 
サージ 
タンク 

復水 
タンク 

制御棒 
駆動水 

加熱器 

燃料 
プール 

原子炉 
冷却材 
浄化 

ろ過 
脱塩塔 

制御棒 
駆動水 

フィルタ 

原子炉 
機器 

冷却海水 

渦流 
ストレーナ 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象はない 

 

 




